
２ 過去の事例 

（１）優越的地位の濫用に関する最近の事例 

件名 

（命令等年月日） 
内容 

丸井産業㈱に対する件 

（令和元年５月１５日 

警告） 

次の行為により，遅くとも平成２７年５月以降平成３１年２月ま

での間，自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用し

て，正常な商慣習に照らして不当に，継続して取引する相手方に対

して，自己のために金銭を提供させていた疑い。 

① 納入業者のうち１７１社に対し，自社の社員旅行の費用の一部

に充てるため，毎年３月頃，営業本部長名の要請文書を送付する

ことにより，当該納入業者が販売促進効果等の利益を得ることが

できないにもかかわらず，金銭を提供させていた。  

② 納入業者のうち１９社に対し，自社の営業担当者への報奨金等

に充てるため，毎年５月頃，営業本部名の要請文書を送付するこ

とにより，当該納入業者が販売促進効果等の利益を得ることがで

きないにもかかわらず，毎月の仕入金額に一定率を乗じて得た額

の金銭を提供させていた。 

大阪瓦斯㈱に対する件 

（平成３１年１月２４日 

警告） 

自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して，正

常な商慣習に照らして不当に，取引の相手方に不利益となるように

次の行為を行っている疑い。 

○ 遅くとも平成２５年４月以降，大阪ガスブランドのファンヒー

ターについて，自社の販売目標を基にサービスショップの店舗等

ごとの年間の販売目標数量を設定し，当該販売目標数量から当該

店舗等の期首在庫を差し引いた台数以上を注文するよう求めるな

どして，サービスショップに対し，必要以上に自社から購入させ

ている。 

岩手県産㈱に対する件 

（平成３０年１１月２１日 

警告） 

次の行為により，自己の取引上の地位が相手方に優越しているこ

とを利用して，正常な商慣習に照らして不当に，取引の相手方に対

して取引の対価の額を減じていた疑い。 

○ 納入業者のうち，１か月間における特定商品（納入業者から仕

入れた商品のうち，物産展において販売するために仕入れた商品

等を除いたものをいう。）の仕入金額（消費税相当額を除く。）

の合計額が１００万円以上となった納入業者のほとんど全てに対

し，平成２９年７月から平成３０年９月までの間，自社の収益状

況を改善するために，当該納入業者の責めに帰すべき事由がない

にもかかわらず，当該合計額に２パーセントを乗じて得た額に

１０８パーセントを乗じる方法により算出した額を「事務手数料」

と称して，当該納入業者に対して支払うべき代金の額から減じて

いた。 

阿寒農業協同組合に対する

件 

（平成２９年１０月６日 

注意） 

阿寒農業協同組合は，組合員に対し，取引上優越した地位にある

と認められる可能性があるところ，同農協は，組合員が出荷する農

畜産物の出荷量等に応じた賦課金を徴収すること及び組合員が同農

協へ出荷を行う場合に徴収する販売手数料から賦課金に相当する額

を減額することにより，生乳の取引について，同農協以外へ出荷を

開始した組合員１名に対し，金銭的不利益を課しており，独占禁止

法違反につながるおそれがあった。 



件名 

（命令等年月日） 
内容 

平成２６年（措）第１０号 

ダイレックス㈱に対する件 

（平成２６年６月５日排除

措置命令） 

取引上の地位が自社に対して劣っている納入業者（以下「特定納

入業者」という。）に対して，次の行為を行っていた。 

① 新規開店等に際し，特定納入業者に対し，これらを実施する店

舗において，当該特定納入業者が納入する商品以外の商品を含む

当該店舗の商品の移動等の作業を開店前に行わせるため，あらか

じめ当該特定納入業者との間でその従業員等の派遣の条件につい

て合意することなく，かつ，派遣のために通常必要な費用を自社

が負担することなく，当該特定納入業者の従業員等を派遣させて

いた。 

②ⅰ) 閉店の際に実施するセールに際し，特定納入業者に対し，当

該セールの「協賛金」等の名目で，あらかじめ算出根拠，使途

等について明確に説明することなく，当該特定納入業者が販売

促進効果を得ることができないにもかかわらず，当該特定納入

業者が納入した商品であって，ダイレックスが定めた割引率で

販売した商品の割引額に相当する額の一部又は全部の金銭を提

供させていた。 

ⅱ) 平成２３年５月４日に発生したダイレックス店舗の火災に

際し，当該火災により滅失又は毀損した商品（以下「火災滅失

毀損商品」という。）を納入した特定納入業者に対し，火災滅

失毀損商品を販売できないことによるダイレックスの損失を

補塡するため，火災滅失毀損商品の納入価格に相当する額の一

部又は全部の金銭を提供させていた。 

平成２５年（措）第９号 

㈱ラルズに対する件 

（平成２５年７月３日排除

措置命令） 

取引上の地位が自社に対して劣っている納入業者（以下「特定納

入業者」という。）に対して，次の行為を行っていた。 

① 新規開店等に際し，特定納入業者に対し，これらを実施する店

舗において，当該特定納入業者が納入する商品以外の商品を含む

当該店舗の商品の陳列等の作業を行わせるため，派遣のために通

常必要な費用のほとんど全てを負担せずに，当該特定納入業者の

従業員等を派遣させていた。 

② 新規開店等の際に実施するオープンセール又は「創業祭」と称

するセールに際し，特定納入業者に対し，当該セールの「協賛金」

の名目で，あらかじめ算出根拠，使途等について明確に説明する

ことなく，当該特定納入業者が得る販売促進効果等の利益を勘案

せずに，一方的に算出した額等の金銭を提供させていた。 

③ 「紳士服特別販売会」と称するセールにおけるスーツ等の販売

に際し，仕入担当者から，特定納入業者に対し，特定納入業者ご

とに購入すべき数量を示して購入を要請する又は購入していない

特定納入業者等に対しては重ねて購入を要請することなどによ

り，スーツ等を購入させていた。 

 



（２）確約手続に関する事例 

件名 

（認定年月日） 
内容 

令和２年（認）第２号 

クーパービジョン・ジャパ

ン㈱に対する件 

（令和２年６月４日） 

① 自社の一日使い捨てコンタクトレンズ及び二週間頻回交換コン

タクトレンズの販売に関し，小売業者に対して，広告への販売価

格の表示を行わないように要請していた。 

② 自社の一日使い捨てコンタクトレンズ及び二週間頻回交換コン

タクトレンズの販売に関し，小売業者に対して，医師の処方を受

けた者にインターネットによる販売を行わないように要請してい

た。 

令和２年（認）第１号 

日本メジフィジックス㈱に

対する件 

（令和２年３月１１日） 

① 富士フイルムＲＩファーマ株式会社（以下「ＦＲＩ」という。）

が，フルデオキシグルコース（以下「ＦＤＧ」という。）の製造

販売業への新規参入に当たり，ＦＤＧの卸売を行う公益社団法人

日本アイソトープ協会（以下「協会」という。）を通じて，全国

一律価格ではなく，配達地域に応じた複数の価格（以下「地域別

価格」という。）で同社が製造するＦＤＧを販売しようとしてい

たところ，日本メジフィジックスは，平成２９年５月頃，協会に

対し，ＦＲＩと地域別価格によるＦＤＧの取引をした場合には，

自社が製造するＦＤＧ等の販売を停止する意思がある旨を伝え

た。 

② 日本メジフィジックスは，平成２９年５月頃以降，ＦＲＩがＦ

ＤＧの自動投与装置の製造販売業者と共同開発したＦＤＧの自動

投与装置（以下「特定自動投与装置」という。）の導入があり得

た南関東地区及び近畿地区所在の取引先医療機関に対し，特定自

動投与装置において，自社が製造販売するＦＤＧを使用できる可

能性があったにもかかわらず，明確な根拠なく特定自動投与装置

では使用できないと説明していた。 

③ 日本メジフィジックスは，平成２９年５月頃，ＦＲＩが製造販

売するＦＤＧを購入している南関東地区及び近畿地区所在の取引

先医療機関から自社が製造販売するＦＤＧの当日中の配送依頼を

受けた際にはこれを拒否する旨の方針を定めて社内周知し，以後，

当該方針に沿って依頼を拒否していた。 

令和元年（認）第１号 

楽天㈱に対する件 

（令和元年１０月２５日） 

自らが運営する「楽天トラベル」と称するウェブサイトに宿泊施

設を掲載する宿泊施設の運営業者との間で締結する契約において，

当該ウェブサイトに当該運営業者が掲載する部屋の最低数の条件を

定めるとともに，宿泊料金及び部屋数については，他の販売経路と

同等又は他の販売経路よりも有利なものとする条件を定めている。 

 



３ 参照条文 

 

○ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）（抄） 

 

〔定義〕 

第二条 （略） 

②～⑧ （略） 

⑨ この法律において「不公正な取引方法」とは，次の各号のいずれかに該当する行為をいう。 

一～四 （略） 

五 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して，正常な商慣習に照らして不

当に，次のいずれかに該当する行為をすること。 

イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。ロにおいて

同じ。）に対して，当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させること。 

ロ 継続して取引する相手方に対して，自己のために金銭，役務その他の経済上の利益を提

供させること。 

ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み，取引の相手方から取引に係る商品を

受領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ，取引の相手方に対して取引の対価

の支払を遅らせ，若しくはその額を減じ，その他取引の相手方に不利益となるように取引

の条件を設定し，若しくは変更し，又は取引を実施すること。 

六 （略） 

 

〔不公正な取引方法の禁止〕  

第十九条  事業者は，不公正な取引方法を用いてはならない。 

 

〔既往の行為に対する確約手続〕 

第四十八条の六 公正取引委員会は，第三条，第六条，第八条又は第十九条の規定に違反する疑

いの理由となつた行為が既になくなつている場合においても，公正かつ自由な競争の促進を図

る上で特に必要があると認めるときは，第一号に掲げる者に対し，第二号に掲げる事項を書面

により通知することができる。ただし，第五十条第一項（第六十二条第四項において読み替え

て準用する場合を含む。）の規定による通知をした後は，この限りでない。 

一 次に掲げる者 

 イ 疑いの理由となつた行為をした者 

 ロ～ニ （略） 

二 次に掲げる事項 

イ 疑いの理由となつた行為の概要 

ロ 違反する疑いのあつた法令の条項 

ハ 次条第一項の規定による認定の申請をすることができる旨 

 

〔排除確保措置計画に係る認定の申請，認定，申請の却下，計画変更に係る認定〕 

第四十八条の七 前条の規定による通知を受けた者は，疑いの理由となつた行為が排除されたこ

とを確保するために必要な措置を自ら策定し，実施しようとするときは，公正取引委員会規則

で定めるところにより，その実施しようとする措置（以下この条から第四十八条の九までにお

いて「排除確保措置」という。）に関する計画（以下この条及び第四十八条の九において「排除

確保措置計画」という。）を作成し，これを当該通知の日から六十日以内に公正取引委員会に

提出して，その認定を申請することができる。 

② 排除確保措置計画には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 排除確保措置の内容 

二 排除確保措置の実施期限 



三 その他公正取引委員会規則で定める事項 

③ 公正取引委員会は，第一項の規定による認定の申請があつた場合において，その排除確保措

置計画が次の各号のいずれにも適合すると認めるときは，その認定をするものとする。 

一 排除確保措置が疑いの理由となつた行為が排除されたことを確保するために十分なもので

あること。 

二 排除確保措置が確実に実施されると見込まれるものであること。 

④～⑧ （略） 

 

〔排除確保措置計画に係る認定の効果〕 

第四十八条の八 第七条第一項及び第二項（第八条の二第二項及び第二十条第二項において準用

する場合を含む。），第七条の二第一項（同条第二項及び第八条の三において読み替えて準用

する場合を含む。）及び第四項，第八条の二第一項及び第三項，第二十条第一項並びに第二十

条の二から第二十条の六までの規定は，公正取引委員会が前条第三項の認定（同条第七項の規

定による変更の認定を含む。次条，第六十五条，第六十八条第ニ項及び第七十六条第二項にお

いて同じ。）をした場合において，当該認定に係る疑いの理由となつた行為及び排除確保措置

に係る行為については，適用しない。ただし，次条第一項の規定による決定があつた場合は，

この限りでない。 


